フード連合千葉地区協議会　２０２１年政策制度要求内容(抜粋)

４．人権・平等、教育政策（男女平等、DV、キャリア教育　など）
	■提言：LGBTをはじめとする性的少数者のカップルが利用できるパートナーシップ宣誓制度を導入されたい。

【世の中の流れ】

日本全国でLGBTなど性的少数者のカップルを公認するパートナーシップ制度が導入されつつある。2020年9月30日現在、60の自治体でパートナーシップ制度が導入されており、計1301組2602名のカップルが制度を利用している（特定非営利活動団体虹色ダイバーシティ調べ）。千葉県内では2019年に千葉市、2020年11月に松戸市で導入され、浦安市・船橋市でも導入を予定している状況である。

また、2019年7月には茨城県、2020年1月には大阪府においてパートナーシップ宣誓制度が施行された。今後、三重県、群馬県においても施行予定である。市町村のみならず、都道府県レベルでの制度導入もますます加速してゆくものと考えられる。
なお、連合では2017年に「性的指向及び性自認に関する差別禁止に向けた取り組みガイドライン」を公開し、全ての人が安心して働くことのできる環境づくりに向けた啓発を行っている。

【当事者らが置かれている状況】

日本全国で性的少数者の権利保護に向けた取り組みが進んでいるものの、依然として性的少数者のカップルは法的な婚姻ができず、それに準ずる権利も一切保証されていない。例えばパートナーが急病で搬送された際、病院の方針によっては長年連れ添った同性パートナーでも治療の説明から排除されてしまい、意識のないパートナーに代わり医療行為の開始・不開始、医療内容の変更、医療行為の中止等を判断したくともその決定に関与できない事例がある。主たる生計維持者であるパートナーの保険受取人になることができず、急な死別で残されたパートナーが生活に困窮するという事例もある。同性カップルでは公営住宅に入居できないが、これは2014年に国連自由権規約委員会より是正を求める勧告が出されている。（なお、法改正により公営住宅への入居条件は自治体が決定できることとなったため、同性カップルの住居を認める自治体は増えつつある）

【制度の意義】

パートナーシップ制度は法的効力こそないものの、自治体の行政が二人の関係性を公的に認めるという点で当事者らにとって大きな意義のある制度である。

同性カップルが民間企業の各種サービス（例：医療における代理意思決定、保険受取人の指定、共同口座の開設）や勤め先の制度・福利厚生（例：緊急連絡先への登録、社宅制度や慶弔休暇・介護休暇の利用、慶弔金の支給）を利用するにあたり、自治体のパートナーシップ証明書の提出が条件となるケースも多いため、各自治体でパートナーシップ制度導入が進めばより多くの同性カップルが民間サービスや勤め先の制度・福利厚生の恩恵を受けることができる。

連合千葉加盟単組の中にも、同性パートナーを持つ組合員からの相談を受け、福利厚生をはじめとする社内各種制度について同性パートナーも配偶者と同様に取り扱うことを会社に要求した単組が存在する。しかし、会社からは「関係性の証明が困難」「ただの恋人同士の同棲とどう区別するのか」という主張がなされ、同性パートナーを持つ当事者らがパートナー関係をいかに証明するかという点が大きなハードルとなっている。

性的少数者の人権保護という観点から鑑みても、前項で述べたようなパートナー関係が法的に認められないことに起因する様々な困難を解消すべく、都道府県をはじめ各自治体が積極的な取り組みを進めることが必要である。

【千葉県で導入することの意義】

千葉県は九都県市LGBT配慮促進キャンペーンにも参画しており、性的少数者の置かれた状況や人権保護の必要性については十分に理解しているという認識である。今後、より実効性のあるパートナーシップ制度導入という取り組みを進める責任があるものと考える。県を挙げて「配慮促進」「理解啓発」を進めたとしても、同性カップルの関係性を公に認めない状況を放置するのであれば差別構造を温存することになり、ひいては偏見やヘイトを容認・黙認することに繋がる。真に差別解消を目指すのであれば、個人や民間レベルの取り組み任せにするのではなく、自治体でのパートナーシップ制度導入が必須である。

また、自治体におけるパートナーシップ制度導入の流れは今後ますます進みゆくと考えられることから、時代に逆行し制度を導入しないという姿勢を続けていると「千葉県は差別を容認・黙認している」と受け取られてもやむを得ない。差別を容認しないという明確な姿勢を打ち出すためにも、パートナーシップ制度導入を進めるべきと考える。

多様性を尊重する街は、性的少数者に限らず多くの人にとって一人一人を尊重してくれる魅力的な街となる。人権を尊重することは、人口減少が進む日本社会において選ばれる街づくりに必要不可欠である。人権保護の観点からも、多くの人から選ばれる魅力的な県づくりの観点からも、性的少数者のカップルが利用できるパートナーシップ制度の導入を求めたい。

【連合千葉から千葉県へ提言を行う意義】

昨年度に同内容で提言案を提出したところ、連合千葉より「婚姻届は自治体で受理しているため地協から自治体へ制度導入を要求していただきたい」旨の回答があったが、パートナーシップ制度は国が管轄する法律上の婚姻制度とは全くの別物である。パートナーシップ制度は、法律上の婚姻制度が利用できないために対外的に関係性を証明することが困難な状況に置かれ、日常生活など様々な場面で生きづらさを感じる性的少数者らをサポートする目的で、府・県を含む自治体が独自に導入し運用を行っている制度である。前項でも述べた通り、府や県での制度導入も進む中、法律婚制度と混同し「市町村で対応するもの」という認識をもって、連合千葉として取り組む案件ではないと結論付けられたことには疑問を感じざるを得ない。
国における同性婚法制化の議論が遅々として進まない現状、少しでも性的少数者の権利を守るために、連合千葉から千葉県に対し取り組み推進を働きかける意義は大きい。より多くの性的少数者（彼らはともに働く仲間でもある）が救われるよう、地協での取り組みに留まらず、連合千葉から千葉県へ提言することを再度強く求めたい。

（また、連合千葉は2021年4月の千葉県知事選挙の立候補予定者について元千葉市長の熊谷俊人氏を推薦することを確認しているが、熊谷氏は千葉市長時代に県内初となる千葉市パートナーシップ宣誓制度を導入した実績を持ち、県政ビジョンにもLGBTに関する施策を充実させる旨を明記している。熊谷氏が次期千葉県知事に就任された場合はもちろん、そうでない場合も連合千葉として政策提言という形で施策充実の後押しをすべきと考える）

連合千葉においては、同性パートナーを持ち様々な困難に直面している組合員が傘下組織内に実在することを念頭に、自治体におけるパートナーシップ制度の内容や運用、日本全国における導入状況を正確に理解したうえで、千葉県に対しパートナーシップ制度の導入を求める提言を行うようお願いしたい。


